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33,581 61,855 61,606
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令和６年度補助系統別事業評価票（

年間利用者数【人】

6年度

関係市町村
豊川（イオンモール豊川）

(計画)
輸送量

（実績）

年度

15.1 29.6

4年度 5年度

41,989 46,528

平均乗車密度（実績）

収支率（実績）

《参考数値・情報》　その他、運行改善や利用促進に参考となる数値・情報

運営主体《断面輸送量、競合系統合算断面輸送量、主な停留所乗降者数等》(△)

0

利用者数は前年度から減となったが目標は達成している。令
和5年3月に大型商業施設の開業に伴って路線を延伸した結
果、定期外の利用者が増加している。

利用者数は前年度から減となったが目標は達成している。令
和5年3月の大型商業施設開業に合わせた路線延伸が定期
外利用者の増につながっている。

30.0

市町村名：市町村名：市町村名： 豊川市人/月

沿線市町村《沿線の状況等、すべての沿線市町村一括記載》(□）

市町村名：

市町村名： 豊橋市 市町村名： 豊川市

市町村名： 0

豊鉄バス㈱

運営主体の所見、理由分析、認識(△)

市町村の所見、理由分析、認識(□)

利用者数は対目標値114.3％、対前年99.6％となった。他系統も含めた豊川線全体では、前年に対して定期は88.6％、定
期外は104.7％となり、定期外利用者が増加していることから、大型商業施設などへの買い物利用のお客様に利用して頂い
ていると考えられる。

補助対象期間の開始日から、や
むを得ない場合を除き、運休や
大幅な遅延もなく、所定の事業
計画どおりの運行が実施されて
いる。

Ａ

計画どおり運行されたか(△)

《参考数値》　　主要指標の推移(△)

豊鉄バス（豊橋市域内路線）、豊橋コミバ
ス（①しおかぜバス②かわきたバス）、豊
川コミバス（③ゆうあいの里八幡線④小坂
井線⑤音羽線⑥御津線）

名古屋鉄道本線・豊川線、ＪＲ東海道本
線・飯田線、豊橋鉄道渥美線、豊鉄バス
（伊良湖本線）

模式図(△□)

＜接続する系統＞

＜接続される系統＞

計画どおりか。そうでない場合は理由

2年度

ＪＲ東海道本線

豊
橋
鉄
道
渥
美
線

名鉄本線

3年度

11.6

km

km

km

km

回

回

回

１．補助系統の概要(△)

２．R６年度の運行状況

接続の状況(△□)

区間 キロ程系統名 運営主体 運行事業者
回

運行回数
豊橋駅前～イオンモール豊川 7.9豊鉄バス㈱

評価

細
系
統

目標の達成状況(△)

「細系統」には、補助上同一系統とみなされている系統について、系統ごとの情報を記載(系統名、区間は他の系統と違いが分かるよう記載)

要
因

豊橋市　豊川市　0　0

複数市町村を跨ぐ系統としての役割
指標(市町村を跨いでの利用)

目標

実績

市町村名：

事業実施の適切性

目標・効果達成状況

61,606

※

評価

53,907

A
達成率

豊橋市 0 02,175

114.3%

利用状況及び所見(△) 住民の利用状況(□)
市を跨いでの利用が利用者の
約４割を占め、広域的な路線
の役割を果たしていると考えら
れる。これらの利用者は、豊橋
市、豊川市相互間の通勤利用
者が大部分と考えられる。

主に豊橋市・豊川市へ
の通勤、買い物、通院な
どの移動手段となってい
る。

主として豊橋市、豊川市
相互間の通勤・通院・買
い物利用など、住民の
生活の足として利用され
ている。

％39.3

運行事業者の所見等（△）

定期外利用者の増加

市町村を跨ぐ
利用者数(△)

全利用者に
占める率(△)

特記
事項

豊橋市と豊川市を跨ぐ
利用者と率。推定値。

評価の基準＜事業実施の適切性＞

Ａ：事業計画どおりの運行回数が確保されている場合

Ｂ：車両故障等運行事業者の責にすべき事由により、運休

（一部区間の運休を含む）が生じた場合

評価の基準＜目標・効果達成状況＞

Ａ：年間目標利用者数を達成できた場合

Ｂ１：年間目標利用者数は達成できなかったものの、

目標の75％以上の利用があった場合

Ｂ２：年間目標利用者数は達成できなかったものの、

目標の50％以上の利用があった場合

Ｃ：年間利用者数が目標の半数に満たなかった場合

様式

別紙３？④（Ａ４カラー両面印刷長辺綴じ）



0

沿線市町村(□)

交通系ICカード導入に向け
た周知を効果的に行い、利
用者の利便向上を図る。
MaaS推進によるデジタル環
境の充実の取り組みを行う。

市町村名：

交通系ＩＣカード導入前後の
周知を徹底し、利用促進を
行う。利用者の利便向上を
図る。

令和7年3月に導入予定の交通
系ＩＣカードのＰＲに努め、利用者
利便性向上を図る。

市町村名： 豊橋市

東三河地域公共交通活性化協
議会とも連携し、夏休み小学生
50円バス、「公共交通をつかった
オリジナルツアー募集」、「公共
交通利用促進ポスター＆川柳コ
ンテスト」を実施した。また、事業
者と連携し、子ども向けバスイベ
ント「夏休み路線バス探検キャラ
バン」を実施した。また、東三河
市町村・運行事業者と連携し、大
型商業施設での公共交通ＰＲを
実施した。

豊鉄バス新豊線・豊川線の
時刻表を豊川市バスマップ
及びHPに継続掲載したほ
か、市内の主要施設におい
て豊鉄バス新豊線・豊川線
の時刻表を配布した。

運営主体の取組(△) 市町村の取組(□)
市町村名： 豊橋市 市町村名： 市町村名： 0 市町村名：沿線市の公共交通イベン

ト時に、ＩＣカード導入を見
据えた乗り方教室の実施。

市内の公共交通情報を掲
載した公共交通マップを作
成し、市内主要施設、観光
案内所、公共交通イベント
等での配布、HP掲載等で
周知を行った。

目標
目標未記載

豊橋市 市町村名： 豊川市

沿線市町村(□)

自己評価

必要な情報交換を実施。

事業者、市、地元自治会等
が連携し利用促進に努め
る。

そ
の
他
の
取
組

沿線市町村(□)
市町村名： 豊橋市

６．地域公共交通計画（地域公共交通網形成計画）に記載した補助系統の目標と評価

豊川市 0

改善点とした事項(△)

関係者の連携等(△□)

Ａ

東三河地域公共交通活性
化協議会と連携し、夏休
み小学生50円バスと「公共
交通をつかったオリジナル
ツアー大募集」などを実
施。

東三河地域公共交通活性
化協議会とも連携し、夏休
み小学生50円バス、「公共
交通をつかったオリジナル
ツアー募集」、「公共交通利
用促進ポスター＆川柳コン
テスト」を実施した。

市町村名：

市町村名： 豊川市

利用者数維持・更なる利用者
確保のための工夫が必要であ
る。当該路線とコミュニティバス
の乗り継ぎの利便性向上や、
利用促進の取り組み、周知等
が必要である。

目標未記載

フィーダー系統である豊鉄バス「三本木
線」と豊橋市コミュニティバス「しおかぜバ
ス」、「かわきたバス」に豊橋駅で接続して
いる。

豊橋市 市町村名： 豊川市

イオンモール豊川で豊川市コミュニティバ
ス（ゆうあいの里八幡線、小坂井線、音羽
線、御津線）、豊川市民病院で豊川市コ
ミュニティバス（ゆうあいの里八幡線、小坂
井線、音羽線、御津線）、豊川体育館前
で豊川市コミュニティバス（小坂井線）と接
続している。

市町村名： 0 市町村名： 0

５．今後の取組

事
業
評
価
を
踏

ま
え
た
取
組

３．R６年度の取組状況

市町村名： 0

公共交通の維持・強化、利便
性を向上させ、新たな利用の
創出及び定着化を図る必要が
ある。

市町村名：

市町村名： 0

運営主体の取組(△) 市町村の取組(□)

生活交通確保計画では「収支率1%以上向
上」を目標としているが、昨年度は令和5年
3月の大型商業施設開業に合わせた路線
延伸により収支率が大幅に向上したため、
それを上回る率とはならず、達成できな
かった。今後も運営主体及び沿線市と連
携し、継続し利用促進を行い、利用者の確
保を図る必要がある。

市町村名：

0

※マクロを用いて集計しますので、セルの結合は絶対に変えないでください

４．今後の課題

運営主体(△)
課題と認識している事項

0 市町村名：

取組時期

0

豊川市

R7年度、
R8年度に
行う取組

市町村名：

７.補助系統に接続するフィーダー系統の利用・接続状況

評価にＢ、Ｃがある系統（市町村にあっては、目標の達成状況に関しての評価がＢ、Ｃ）、又は平均乗車密度が3.0を下回る系統については、具体的な取組内容と収
支率の目標値を記載すること。

注.

市町村名：

通信欄 （この欄は関係者間で付記したいことや特記事項がある場合に利用する。県バス対策協議会事務局からの依頼事項についても記載する。）

生活交通確保計画では「収支率1%以上向上」を
目標としているが、昨年度は令和5年3月に大型商
業施設が開業したことに伴う路線延伸により、収支
率が大幅に向上したため、本年度はその収支率
を上回ることができなかった。今後も運営主体及
び関係自治体と連携した沿線施設の紹介や利用
促進等を行い、新規の利用者の獲得を図っていく
必要がある。

課題に対応した取組、その他の利便性の向上、利用促進の取組

沿線の地元住民への情報提供を充実
させていく必要がある。
また、沿線市と協力しコミバス等の乗継
案内を充実していく。

運行事業者(△)

直近の事業評価結果(△)

別紙３？④（Ａ４カラー両面印刷長辺綴じ）


